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(54) Title: ELECTRIC VEHICLE DRIVE SYSTEM

(54) 発明の名称：電気車駆動システム
(57) Abstract: A n electric vehicle drive system, comprising:

[図 an electric vehicle power conversion device ( 11), an HB (2)
that cuts off current that flows between a catenary line (50)
and the electric vehicle power conversion device ( 11), and
an EGS (4) that grounds the H B (2). Provided in the electric
vehicle power conversion device ( 11) are: a smoothing cir
cuit section (16) comprising a niter capacitor (16a) that re
ceives and stores power supplied from the catenary line (50);
an INV (12) that converts D C voltage ：from the smoothing

r
circuit section (16) t o A C voltage, and drives an electric m o
tor (7) which i s the load; an L B (3) that cuts off a power sup
ply path between the H B (2) and the INV (12); and a BCH車両
circuit (14) that consumes surplus power that cannot be re
generated on the catenary line (50) side. The EGS (4) i s con
figured as a triple-pole, single-throw switch, and when the
opening/closing contact in the EGS (4) closes, a brake resist
or (15b) provided in the BCH circuit (14) i s joined into an
opening/closing contact section (5) in the EGS (4) so as t o
be electrically connected between the positive and negative
electrodes in the filter capacitor ( I a) .

(57) 要約：
[続葉有]マ



添イ寸公開書類：

Ϊ FTO? ― 国際調査報告 （条約第 条

電気車駆動 システム は、電気車 用電 力変換装置 1 1 、架線 5 0 と電気車 用電 力変換装置 1 1 との 間に
流れ る電流 を遮 断す る H B 2 お よび H B 2 を す る E G S 4 をffi えま 。電気 ΐ Λ 舉養 1 に
は、架線 5 0 か らの供 給 電 力 を受電 して蓄積 す る フ ィル タ コ ンデ ンサ 1 6 a を具 備 す る平 滑 回路部 1
6 、平滑 回路部 1 6 の直流 電圧 を交流電圧 に変換 して負荷 で ある電動機 7 を駆 動す ¾ V 2 H B
2 と I N V 1 2 との 間の電 力供給経路 を遮 断す る L B 3 お よび架線 5 0 側 に回生 で きない余剰 電 力 ま
費す る B C H 回路 1 4 が設 け られ る。 E G S 4 は 3 極単投型の 開閉器 と して構 成 され 、、E G S 4 の 開閉
接点が 閉路 す る際 に B C H 回路 1 4 に具備 され る ブ レーキ抵抗 1 5 b が フ ィル タ コン亍 ンサ 1 6 a の 正
極 と負極 との間に電気的に接続 され るよ うに E G S 4 の 開閉接点部 5 に繋 き込 まれ ている。



明 細 書

発明の名称 ：電気車駆動システム

技術分野

[0001 ] 本発明は、電気車駆動システムに関する。

背景技術

[0002] 電気車用電力変換装置は、架線からの電力供給を受けて動作する。架線電

圧は、非常に高圧 （例えば、 D C 1 5 0 0 V ) であるため、架線からの電力

供給を遮断したとしても、主回路内にあるフィルタコンデンサなどには大き

な電荷が蓄積されており、そのままでは感電の危険性がある。

[0003] そこで、例えば下記特許文献 1 に示される電気車制御装置では、コンパ一

夕とインバ一夕との間に接続される複数の接触器と抵抗器とからなる直列回

路を有 し、電気車の点検時やメンテナンス時においては、接触器制御部によ

つて複数の接触器を所定時間投入することでフィルタコンデンザの電荷を抵

抗器を介 して放電するようにしている。このような制御を行うことにより、

電気車の点検時ゃメンテナンス時等において、作業者が導電部に触れても感

電しないように配慮 している。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開平 0 8 — 0 1 9 1 0 1号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] しかしながら、上記従来の技術によれば、放電用の抵抗器に直列接続され

る複数の接触器を制御するためのロジック回路が必要になるのと共に、ロジ

ック回路を制御するための電源も別途必要となる。このため、電気車の点検

時ゃメンテナンス時等において、フィルタコンデンサの電荷放電を確実に行

うためには、回路構成やシステム構成に種々の工夫を凝らす必要があり、回

路規模や回路コス 卜が増加するという課題が存在する。



[0006] 本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、回路規模や回路コストの

増加を抑制しつつ、フィルタコンデンザの電荷放電を簡易且つ確実に行うこ

とができる電気車駆動システムを提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0007] 上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明は、架線から供給

される直流電力または交流電力を所望の交流電力に変換して負荷である電動

機を駆動する電気車用電力変換装置と、前記架線と前記電気車用電力変換装

置との間に流れる電流を遮断する第 1の遮断器と、この第 1の遮断器を接地

する接地開閉器と、を備えた電気車駆動システムであって、前記電気車用電

力変換装置には、前記架線からの供給電力を受電して蓄積するフィルタコン

デンサを具備する平滑回路部と、この平滑回路部の直流電圧を交流電圧に変

換して負荷である電動機を駆動するインバ一夕と、を少なくとも含む主回路

部と、第 1の遮断器と前記インバ一夕との間の電力供給経路を遮断する第 2

の遮断器と、が設けられ、前記接地開閉器は、 3 極以上の開閉接点を有する

単投型の開閉器として構成され、前記接地開閉器の開閉接点が閉路する際に

前記主回路部を構成する回路要素の 1つである所定の抵抗器が前記フィルタ

コンデンサの正極と負極との間に電気的に接続されるように前記接地開閉器

の開閉接点に繋ぎ込まれていることを特徴とする。

発明の効果
[0008] 本発明によれば、回路規模や回路コストの増加を抑制しつつ、フィルタコ

ンデンザの電荷放電を簡易且つ確実に行うことができるという効果を奏する

図面の簡単な説明

[0009] [ 図1]図 1は、実施の形態 1 に係る電気車駆動システムの主要部の構成を示す

図である。

[図2]図2 は、実施の形態 1 に係る図 1 とは異なる電気車駆動システムの主要

部の構成を示す図である。

[図3]図3 は、実施の形態 2 に係る電気車駆動システムの主要部の構成を示す



図 で あ る。

[ 図 4 ] 図 4 は、 実 施 の形 態 3 に係 る電 気 車 駆 動 シ ス テ ム の 主 要 部 の構 成 を示 す

図 で あ る。

[ 図 5] 図 5 は、 実 施 の形 態 4 に係 る電 気 車 駆 動 シ ス テ ム の 主 要 部 の構 成 を示 す

図 で あ る。

[ 図 6] 図 6 は、 実 施 の形 態 5 に係 る電 気 車 駆 動 シ ス テ ム の 主 要 部 の構 成 を示 す

図 で あ る。

発明を実施するための形態

[001 0 ] 以 下 に添 付 図面 を参 照 し、 本 発 明 の実 施 の形 態 に係 る電 気 車 駆 動 シ ス テ ム

につ い て説 明 す る。 な お、 以 下 に示 す実 施 の形 態 に よ り本 発 明 が 限 定 され る

もの で は な い。

[001 1] 実 施 の形 態 1 .

図 1 は、 本 発 明 の実 施 の形 態 1 に係 る電 気 車 駆 動 シ ス テ ム の 主 要 部 の構 成

を示 す 図 で あ る。 実 施 の形 態 1 に係 る電 気 車 駆 動 シ ステ ム は、 図示 の よ うに

、 パ ンタ グ ラ フ し 第 1 の遮 断 器 と して のハ イ ス ピー ドプ レー 力 （H i g h spee

d Breaker ：以 下 「H B 」 と表 記 ） 2 、 接 地 開 閉器 と して の アー ス グ ラ ウ ン ド

ス ィ ッチ （Earth Ground Swi tch : 以 下 「E G S 」 と表 記 ） 4 、 電 気 車 用 電 力

変 換 装 置 1 1 お よび 電 動機 7 を備 え て構 成 され る。 また、 電 気 車 用 電 力 変 換

装 置 1 1 は、 この装 置 内 に設 け られ る第 2 の遮 断 器 と して の ラ イ ン プ レー 力

( L i ne Breaker ：以 下 「L B 」 と表 記 ） 3 、 パ ンタ グ ラ フ し H B 2 お よび

L B 3 を介 して架 線 5 0 か ら供 給 され る直流 電 力 を受 電 して蓄 積 す る フ ィル

タ コ ンデ ンサ 1 6 a を具 備 す る平 滑 回路 部 1 6 、 平 滑 回路 部 1 6 の 直流 電 圧

を交 流 電 圧 に変 換 して負 荷 で あ る電 動機 7 を駆 動 す る イ ンバ 一 タ （以 下 「I

N V 」 と表 記 ） 1 2 お よび、 電 動機 7 が発 電機 と して動 作 す る と きに架 線 5

0 側 に回 生 で きな い余 剰 電 力 を消 費 す る プ レ一 キ チ ヨツバ （Brake CHopper ：

以 下 「B C H 」 と表 記 ） 回路 1 4 を備 え て構 成 され る。 な お、 これ ら平 滑 回

路 部 1 6 、 I N V 1 2 、 B C H 回路 1 4 な どは、 電 気 車 用 電 力 変 換 装 置 1 1

の 主 回路 部 を構 成 す る。



[001 2] 電気車用電力変換装置 1 1 は、例 えば図示のように車両 6 の床下部 に搭載

され、 H B 2 ぉょび E G S 4 は、例 えば図示のように車両 6 の上部 に搭載 さ

れ、 これ ら各部 間の電気的接続 は、車両 6 内に配設 され る艤装配線 を用いて

行われ る。

[001 3] また、 図 1 において、電気車用電力変換装置 1 1 の一端 はパ ンタグラフ 1

、 H B 2 および L B 3 を介 して架線 5 0 に接続 され、他端 は車輪 9 を介 して

大地電位 と同電位 にある レール 5 4 に接続 されている。架線 5 0 か ら供給 さ

れ る直流電力は、 フィル タコンデ ンサ 1 6 a に蓄積 されて I N V 1 2 の動作

電力 となる。

[0014] I N V 2 は、 図示 を省略 した制御部 か ら出力 され る制御信号 （図示 を省

略 したスイ ッチ ング素子 を P W M 制御 する信号） に基づ き、所望 の交流電力

(交流電圧） を発生 して電動機 7 を駆動する。電動機 7 は車輪 8 に連結 され

、駆動力 を車輪 8 に伝達する。

[001 5] H B 2 は、架線 5 0 と電気車用電力変換装置 1 1 との間に流れ る電流 を遮

断する開閉器である。 また、 E G S 4 は、 開閉接点部 4 a ， 4 b ， 5 を有 す

る 3 極 単投の開閉器 と して構成 され、手動 によって制御 され る開閉器である

。 開閉接点部 4 a ， 4 b ， 5 の うち、 開閉接点部 4 a ， 4 b は、従来か ら存

在 する開閉接点部 であるのに対 し、 開閉接点部 5 は、本発明の課題 を解決す

るため に設 け られた開閉接点部 である。

[001 6] 開閉接 点部 4 a の一端 は H B 2 の一端 （パ ンタタグラフ 1 側 の接続端） に

接続 され、他端 は接地 され る。 開閉接点部 4 b の一端 は H B 2 の他端 （電気

車用電力変換装置 1 1 側 の接続端） に接続 され、他端 は接地 され る。一方、

開閉接点部 5 の一端 は、電気車用電力変換装置 1 1 における正側 直流母線 3

O A (正側 直流母線 3 O A と同電位 の端 でも可） に接続 され、 開閉接点部 5

の他端 は、 B C H 回路 1 4 におけるスイ ッチ ング素子 1 5 a とブ レーキ抵抗

5 b との接続端 3 2 A に接続 され る。

[001 7] つ ぎに、実施 の形態 1 に係 る電気車駆動 シ ス テ ム の 要部動作 について図 1

を参照 して説明する。



[001 8] 電気車の点検時や メ ンテ ナ ンス時等 において、 1 2 ぉょび 1_ 3 は開放

され、パ ンタタグラフ 1 は架線 5 0 か ら切 り離 される。 これ らの操作 または

制御後 に、 E G S 4 は手動制御 によ り各接点が閉 じられる。 E G S 4 に対す

る手動制御 によ り、 H B 2 の両端部 は接地 されて大地電位 となる。なお、従

来の E G S は、開閉接点部 5 を有 してお らず、 H B 2 の両端部 を接地電位 と

する動作が行われることで 目的が達成 される。

[001 9] —方、実施の形態 1 の電気車駆動 シ ステ ム では、 さ らに、開閉接点部 5 に

よって、正側直流母線 3 0 A と、 スィ ッチ ング素子 1 5 a とプ レ一キ抵抗 1

5 b との接続端 3 2 A との間が電気的に接続 される。 この動作 によ り、 フィ

ル タコンデ ンサ 1 6 a の正極 と負極 とはブ レーキ抵抗 1 5 b を介 して電気的

に接続 されるため、 フィル タコンデ ンサ 1 6 a の蓄積電荷 を放電するための

放電回路が形成 される。 フィル タコンデ ンサ 1 6 a の蓄積電荷 は、 フィル タ

コンデ ンサ 1 6 a のキャパシタンスと、 ブ レーキ抵抗 1 5 b の抵抗値 との積

で決 まる時定数 に従 う放電力一プで放電される。

[0020] なお、従来の放電制御では、上述 した特許文献 1 のように、放電制御用の

回路 を別途構成すると共 に、特別な制御手段 を構築 して放電制御 を行 ってい

た。 このため、従来の手法では、放電制御用の回路や制御手段が別途必要で

あ り、回路規模や回路 コス トが増加 していた。

[0021 ] これ に対 し、実施の形態 1 に係 る電気車駆動 シ ステ ム では、放電制御のた

めの特別な制御回路 と特別な制御手段 は不要である。 また、実施の形態 1 に

係 る電気車駆動システムの要 旨は、 2 極単投の開閉器 と して構成 されていた

E G S を 3 極単投の開閉器 と して構成すると共 に、追加 して設 けた開閉接点

部 5 の接点を艤装配線 を通 じて B C H 回路 1 4 に電気的に接続することで実

現することがで きる。なお、 B C H 回路 1 4 は、大概 の電気車用電力変換装

置 1 1 には設 け られている回路部である。

[0022] このように、実施の形態 1 に係 る電気車駆動システムによれば、回路規模

や回路 コス トの増加 を抑制 しつつ、 フィル タコンデ ンサ 1 6 a の電荷放電を

簡易且つ確実 に行 うことが可能 となる。



[0023] また、実施の形態 1 に係る電気車駆動システムによれば、フィルタコンデ

ンサ 1 6 a の電荷放電をE G S 3 に連動させて行うことができるので、電荷

放電のための特別な操作は必要なく、作業者の負担を軽減することが可能と

なる。

[0024] さらに、実施の形態 1 に係る電気車駆動システムによれば、回路動作に依

存する部分が極めて少ないため、電荷放電の制御に関する信頼性が向上でき

、作業者が持つ安心感を高揚できるという効果も得 られる。

[0025] なお、図 1 に示す B C H回路 1 4 が、複数個並列に接続される構成もある

。このような場合には、複数個の B C H回路の中から何れか 1 つの B C H回

路を選択 して開閉接点部 5 に繋ぎ込めばよい。例えば、図 2 に示すような構

成の場合、 2 個の B C H回路 1 4 a ， 1 4 b の中からB C H回路 1 4 a を選

択 し、 B C H回路 1 4 a が接続される正側直流母線 3 O A に開閉接点部 5 の

—端を接続 し、 B C H回路 1 4 a におけるスイッチング素子 1 5 a a とプレ

—キ抵抗 1 5 b a との接続端に開閉接点部 5 の他端を接続させればよい。

[0026] 実施の形態 2 .

実施の形態 1 では、パンタグラフを装備 している車両に電気車用電力変換

装置が搭載される場合を一例として示 したが、実施の形態 2 では、パンタグ

ラフを装備 していない車両に電気車用電力変換装置が搭載される場合につい

て、図 3 を参照 して説明する。図 3 は、実施の形態 2 に係る電気車駆動シス

テムの主要部の構成を示す図である。

[0027] 図 3 では、パンタグラフ 1 を装備 している車両 6 A と、パンタグラフ 1 を

装備 していない車両 6 B とが示されている。車両 6 A には、電気車用電力変

換装置 1 1 A が搭載され、車両 6 B には、電気車用電力変換装置 1 1 B が搭

載されている。これらの電気車用電力変換装置 1 1 A ， 1 1 B の個別の構成

および架線 5 0 との接続構成は、実施の形態 1 と同様であり、車両 6 A に関

連する部位には添字A を付 し、車両 6 B に関連する部位には添字 B を付 して

示 している。

[0028] —方、実施の形態 2 では、 E G S 4 は、開閉接点部 4 a ，4 b ， 5 A , 5



B を有する 4 極単投の開閉器 と して構成 されている。すなわち、実施の形態

2 の E G S 4 では、実施の形態 1 の E G S 4 に対 し開閉接点部 5 B が追加さ

れている。

[0029] 図 3 において、開閉接点部 5 A は、図 1 の開閉接点部 5 に対応 し、その接

続先は図 1 の場合 と同様である。具体的に説明すると、開閉接点部 5 A の一

端は、電気車用電力変換装置 1 1 A における正側直流母線 3 O A ( も しくは

正側直流母線 3 O A と同電位の端）に接続 され、開閉接点部 5 A の他端は、

〇 1~1 回路 1 4 A におけるスイッチング素子 1 5 a A とブレーキ抵抗 1 5 b

A との接続端 3 2 A に接続 される。一方、開閉接点部 5 B の一端は、電気車

用電力変換装置 1 1 B における正側直流母線 3 0 B ( も しくは正側直流母線

3 0 B と同電位の端）に接続 され、開閉接点部 5 B の他端は、 B C H 回路 1

4 B におけるスイッチング素子 1 5 a B とブレーキ抵抗 1 5 b B との接続端

3 2 B に接続 される。

[0030] 上記の接続 により、 E G S 4 が手動制御 されると開閉接点部 4 a ， 4 匕の

各接点 と共に、開閉接点部 5 A ， 5 B の各接点も同時に閉 じられる。開閉接

点部 5 A の接点が閉 じられると、正側直流母線 3 0 A と接続端 3 2 A との間

が電気的に接続 される。 この動作により、 フィルタコンデ ンサ 1 6 a A の正

極 と負極 とがブレーキ抵抗 1 5 b A を介 して電気的に接続 され、 フィルタコ

ンデ ンサ 1 6 a A の蓄積電荷は速やかに放電される。 また、開閉接点部 5 B

の接点が閉 じられると、正側直流母線 3 0 B と接続端 3 2 B との間が電気的

に接続 される。 この動作により、 フィルタコンデ ンサ 1 6 a B の正極 と負極

とがプレ一キ抵抗 1 5 b B を介 して電気的に接続 され、 フィルタコンデ ンサ

1 6 a B の蓄積電荷は速やかに放電される。

[0031 ] このように、実施の形態 2 に係 る電気車駆動システムにおいても、放電制

御のための特別な制御回路は不要である。 また、実施の形態 2 に係 る電気車

駆動システムの要旨は、 2 極単投の開閉器 と して構成 されていた E G S を少

な くとも 4 極単投の開閉器 と して構成すると共に、追加 して設けた開閉接点

部 5 A ， 5 B の各接点を艤装配線 を通 じてそれぞれ B C H 回路 1 4 A ， 1 4



B に電気的に接続することで実現することができる。

[0032] 以上のように、実施の形態 2 に係る電気車駆動システムによれば、パンタ

グラフを装備 している車両に設けられるE G S に2 つの開閉接点部を追加で

設け、それらのうちの 1 つの開閉接点部の接点と、パンタグラフを装備 して

いない車両に搭載される電気車用電力変換装置の B C H回路との間を電気的

に接続するようにしたので、パンタグラフを装備 していない車両に電気車用

電力変換装置が搭載されるような形態の車両が混在 している場合であつても

、実施の形態 1 と同様な効果を得ることができる。

[0033] 実施の形態 3 .

実施の形態 1 では、 E G S に新たに設けた開閉接点部と電気車用電力変換

装置の B C H回路との間を電気的に接続する場合について説明 したが、実施

の形態 3 では、 B C H回路以外の他の回路の一例として充電回路を用いる場

合について、図4 を参照 して説明する。図4 は、実施の形態 3 に係る電気車

駆動システムの主要部の構成を示す図である。なお、図4 において、図 1 と

同一または同等の構成部については同一符号を付 し、重複する説明について

は省略する。

[0034] 実施の形態 3 では、図4 に示すように、 リアク トル 2 1 と充電回路 2 2 と

の直列回路が、 L B 3 に並列に、且つ、 H B 2 と I N V 1 2 との間に直列に

接続される構成が示されている。充電回路 2 2 は、フィルタコンデンサ 1 6

a の充電を制御する回路であり、充電抵抗 2 2 a と、充電回路 2 2 を回路か

ら切 り離すための接触器 2 2 b とを備えて構成される。なお、充電回路 2 2

の動作は公知であるため、当該動作に係る説明は省略する。

[0035] また、図4 において、実施の形態 3 に係るE G S 4 は、実施の形態 1 と同

様に、開閉接点部 4 a ，4 b ， 5 を有する3 極単投の開閉器として構成され

ている。開閉接点部 5 の一端は、充電回路 2 2 における充電抵抗 2 2 a と接

触器 2 2 b との接続端 3 6 に接続され、開閉接点部 5 の他端は、大地電位に

接地される。

[0036] 上記の接続により、 E G S 4 が手動制御されて開閉接点部 5 の接点が閉 じ



られると、充電抵抗 2 2 a と接触器 2 2 b との接続端 3 6 は、大地電位 に接

地される。 このとき、 フィルタコンデ ンサ 1 6 a の正極 と負極 とは、充電抵

抗 2 2 a および レ一ル 5 4 を介 して電気的に接続 され、 フィルタコンデ ンサ

1 6 a の蓄積電荷は速やかに放電される。

[0037] このように、実施の形態 3 に係 る電気車駆動システムにおいても、放電制

御のための特別な制御回路は不要である。 また、実施の形態 3 に係 る電気車

駆動システムの要旨は、 2 極単投の開閉器 と して構成 されていた E G S を少

な くとも 3 極単投の開閉器 と して構成すると共に、追加 して設けた開閉接点

部 5 の一端 を接地すると共に、開閉接点部 5 の他端 を艤装配線 を通 じて充電

抵抗 2 2 a に電気的に接続することで実現することができる。

[0038] 以上のように、実施の形態 3 に係 る電気車駆動システムによれば、パ ンタ

グラフを装備 している車両に設けられる E G S に 1 つの開閉接点部 を追加で

設け、当該開閉接点部の一端 を接地 し、他端 を装置内の充電回路 に具備 され

る充電抵抗に電気的に接続するように したので、実施の形態 1 で説明 した B

C H 回路 を用いる場合 と同様な効果を得 ることができる。

[0039] なお、実施の形態 3 では、 E G S に新たに設けた開閉接点部 とパ ンタグラ

フを装備 している車両に搭載 される電気車用電力変換装置の充電回路 との間

を電気的に接続する形態を一例 と して説明 したが、実施の形態 2 と同様 に、

パ ンタグラフを装備 していない車両に電気車用電力変換装置が搭載 される場

合に対 しても適用できることは言 うまでもない。

[0040] 実施の形態 4 .

実施の形態 1 ~ 3 では、電気車が直流電気車の場合について説明 したが、

実施の形態 4 では、電気車が交流電気車の場合の実施形態について、図 5 を

参照 して説明する。図 5 は、実施の形態 4 に係 る電気車駆動システムの主要

部の構成 を示す図である。なお、図 5 において、図 1 と同一または同等の構

成部 については同一符号を付 し、重複する説明については省略する。

[0041 ] 交流電力を受電 して動作する電気車駆動システムでは、図 5 に示すように

、電気車用電力変換装置 1 1 の入力側 に変圧器 2 0 が設けられ、電気車用電



力変換装置 1 1 には交流電圧が印加される。このため、電気車用電力変換装

置 1 1 では、 I N V 1 2 の入力側に変圧器 2 0 が降圧 した交流電圧を直流電

圧に変換するコンバータ （以下 「C N V 」と表記） 1 8 が設けられる。なお

、図 5 に示す平滑回路部 1 6 では、口一サイ ドのフィルタコンデンサ 1 6 a

とハイサイ ドのフィルタコンデンサ 1 6 b とを直列に接続 して直流母線間に

接続 している。

[0042] また、交流電気車の場合、図示のように、直列接続されているフィルタコ

ンデンサ 1 6 a ， 6 b の中点は、接地抵抗 2 8 を介 して接地されると共に

、平滑回路部 1 6 と I N V 1 2 との間に過電圧抑制サイリスタ2 6 a と過電

圧抑制抵抗 2 6 b とを直列接続 した過電圧抑制回路 2 6 が設けられることが

一般的である。なお、過電圧抑制回路 2 6 の動作は公知であるため、当該動

作に係る説明は省略する。

[0043] また、図 5 において、実施の形態 4 に係るE G S 4 は、開閉接点部 4 a ，

4 b ， 5 a , 5 b を有する4 極単投の開閉器として構成されている。ここで

、開閉接点部 4 a ，4 b の接続は実施の形態 1 ~ 3 と同一である。一方、開

閉接点部 5 a の一端は、負側直流母線 4 0 (もしくは負側直流母線 4 0 と同

電位の端）に接続され、開閉接点部 5 a の他端は、接地抵抗 2 8 の一端 （接

地側端）に接続される。また、開閉接点部 5 b の一端は、フィルタコンデン

サ 1 6 a ， 6 b の中点 （もしくは接地抵抗 2 8 の他端）に接続され、開閉

接点部 5 b の他端は、過電圧抑制回路 2 6 における過電圧抑制サイリスタ2

6 a と過電圧抑制抵抗 2 6 b との接続端に接続される。

[0044] 上記の接続により、 E G S 4 が手動制御されて開閉接点部 5 a ， 5 b の各

接点が同時に閉 じられると、負側直流母線 4 0 と接地抵抗 2 8 の一端 （接地

側端）との間が電気的に接続される。この動作により、第 1 のフィルタコン

デンサであるフィルタコンデンサ 1 6 a の正極と負極とが接地抵抗 2 8 を介

して電気的に接続され、フィルタコンデンサ 1 6 a の蓄積電荷は速やかに放

電される。また、開閉接点部 5 b の接点が閉 じられると、フィルタコンデン

サ 1 6 a ， 1 6 b の中点と過電圧抑制サイリスタ2 6 a と過電圧抑制抵抗 2



6 b との接続端とが電気的に接続される。この動作により、第 2 のフィルタ

コンデンサであるフィルタコンデンサ 1 6 b の正極と負極とが過電圧抑制抵

抗 2 6 b を介 して電気的に接続され、フィルタコンデンサ 1 6 b の蓄積電荷

は速やかに放電される。

[0045] このように、実施の形態4 に係る電気車駆動システムにおいても、放電制

御のための特別な制御回路は不要である。また、実施の形態4 に係る電気車

駆動システムの要旨は、 2 極単投の開閉器として構成されていたE G S を少

なくとも4 極単投の開閉器として構成すると共に、第 1 のフィルタコンデン

サであるフィルタコンデンサ 1 6 a の正極と負極とが接地抵抗 2 8 の両端に

電気的に接続されるように追加 して設けた開閉接点部 5 a に接続 し、第 2 の

フィルタコンデンサであるフィルタコンデンサ 1 6 b の正極と負極とが過電

圧抑制抵抗 2 6 b の両端に電気的に接続されるように追加 して設けた開閉接

点部 5 b に接続することで実現することができる。

[0046] 以上のように、実施の形態4 に係る電気車駆動システムによれば、パンタ

グラフを装備 している車両に設けられるE G S に2 つの開閉接点部を追加で

設け、それらのうちの一方の開閉接点部の閉路動作によって第 1 のフィルタ

コンデンサの正極と負極とが接地抵抗に電気的に接続されるように構成 し、

他方の開閉接点部の閉路動作によって第 2 のフィルタコンデンザの正極と負

極とが過電圧抑制抵抗に電気的に接続されるように構成 したので、電気車が

交流電気車であっても、実施の形態 1 と同様な効果を得ることができる。

[0047] なお、実施の形態4 では、平滑回路部のフィルタコンデンザが第 1、第 2

のフィルタコンデンサに分割されている場合を一例として説明したが、第 1

、第 2 のフィルタコンデンザの中点が接地されない単一のフィルタコンデン

ザとして構成されている場合であれば、 E G S に追加される開閉接点部は 1

つでよく、また、この場合、単一のフィルタコンデンサの正極と負極とが、

接地抵抗もしくは過電圧抑制抵抗のうちの何れか 1 つに接続されるように構

成すればよい。

[0048] 実施の形態 5 .



実施の形態 1 ~ 4 では、電動機 を駆動する I N V が 2 レベル I N V の場合

について説明 したが、実施の形態 5 では、電動機 を駆動する I N V が 3 レべ

ル I N V の場合について、図 6 を参照 して説明する。図 6 は、実施の形態 5

に係 る電気車駆動システムの主要部の構成 を示す図である。なお、図 6 にお

いて、図 1 と同一または同等の構成部 については同一符号を付 し、重複する

説明については省略する。

[0049] 実施の形態 5 では、図 6 に示すように、電動機 7 を駆動する変換器 と して

3 レベル I N V 1 2 a が設けられている。 この構成 に合わせ、平滑回路部 1

6 では、 フィルタコンデ ンサ 1 6 c ， 6 d が直列に接続 されて直流母線間

に接続 されている。 また、平滑回路部 1 6 の構成 に合わせ、 B C H 回路 1 4

では、 B C H 回路 1 4 c ， 1 4 d が直列に接続 されて直流母線間に接続 され

ている。なお、 3 レベル I N V 1 2 a の動作は公知であるため、当該動作に

係 る説明は省略する。

[0050] また、図 6 において、実施の形態 5 に係 る E G S 4 は、実施の形態 1 と同

様 に、開閉接点部 4 a ， 4 b ， 5 を有する 3 極単投の開閉器 と して構成 され

ている。 ここで、開閉接点部 4 a ， 4 b の接続は実施の形態 1 ~ 4 と同一で

ある。一方、開閉接点部 5 の一端は、正側直流母線 3 O A ( も しくは正側直

流母線 3 O A と同電位の端）に接続 され、開閉接点部 5 の他端は、 口一サイ

ド側 にある B C H 回路 1 4 c におけるスィツチング素子 1 5 a c とブレーキ

抵抗 1 5 b c との接続端 に接続 される。

[0051 ] 上記の接続 により、 E G S 4 が手動制御 されて開閉接点部 5 の接点が閉 じ

られると、平滑回路部 1 6 の正極 と負極 とがブレーキ抵抗 1 5 b e を介 して

電気的に接続 され、 フィルタコンデ ンサ 1 6 c ， 1 6 d の蓄積電荷は速やか

に放電される。

[0052] このように、実施の形態 5 に係 る電気車駆動システムにおいても、放電制

御のための特別な制御回路は不要である。 また、実施の形態 5 に係 る電気車

駆動システムの要旨は、 2 極単投の開閉器 と して構成 されていた E G S を少

な くとも 3 極単投の開閉器 と して構成すると共に、平滑回路部 1 6 の正極 と



負極とがブレーキ抵抗 1 5 b c の両端に電気的に接続されるように追加 して

設けた開閉接点部 5 に接続することで実現することができる。

[0053] 以上のように、実施の形態 5 に係る電気車駆動システムによれば、パンタ

グラフを装備 している車両に設けられるE G S に 1 つの開閉接点部を追加で

設け、当該開閉接点部の閉路動作によって平滑回路部の正極と負極とがプレ

—キ抵抗の 1 つに電気的に接続されるように構成 したので、 2 レベル I N V

に代えて 3 レベル I N V を用いる構成であっても、実施の形態 1 と同様な効

果を得ることができる。

産業上の利用可能性

[0054] 以上のように、本発明は、フィルタコンデンサの電荷放電を簡易且つ確実

に行うことができる電気車駆動システムとして有用である。

符号の説明

[0055] パンタグラフ

ハイスピ一 ドブレ一力 （H B )

3 ラインプレ一力 （L B )

4 ァ一スグラウン ドスィッチ （E G S )

4 a , 4 b ， 5 , 5 A , 5 B , 5 a , 5 b 開閉接点部

6 ， 6 A , 6 B 車両

8 ， 9 車輪

1 1， A , B 電気車用電力変換装置

ィンバ一タ （I N V )

a 3 レベルィンバ一タ （3 レベル I N V )

1 4 ， 4 a ~ 4 d , 4 A , 4 B プレーキチヨツバ回路 （B C H

回路）

1 5 a , 1 5 a a , 1 5 a c , 1 5 a A , 1 5 a B スイッチング素子

5 b , 5 b a , 5 b c , 5 b A , 5 b B プレーキ抵抗

1 6 平滑回路部



a ~ 1 6 d , 1 6 a A , 1 6 a B フィル タコンデ ンサ

変圧器

リアク トル

充電回路

a 充電抵抗

b 接触器

過電圧抑制回路

a 過電圧抑制サイ リスタ

b 過電圧抑制抵抗

接地抵抗

A , 3 0 B 正側直流母線

負側直流母線

架線

レール



請求の範囲

[ 請求項 1] 架線 か ら供給 される直流電力 または交流電力を所望の交流電力に変

換 して負荷である電動機 を駆動する電気車用電力変換装置 と、前記架

線 と前記電気車用電力変換装置 との間に流れる電流 を遮断する第 1 の

遮断器 と、 この第 1 の遮断器 を接地する接地開閉器 と、 を備 えた電気

車駆動システムであ って、

前記電気車用電力変換装置 には、前記架線か らの供給電力を受電 し

て蓄積するフィル タコンデ ンサを具備する平滑回路部 と、 この平滑回

路部の直流電圧 を交流電圧 に変換 して負荷である電動機 を駆動するィ

ンバ一夕と、 を少な くとも含む主回路部 と、第 1 の遮断器 と前記イン

バー夕との間の電力供給経路 を遮断する第 2 の遮断器 と、が設 け られ

前記接地開閉器は、 3 極以上の開閉接点を有する単投型の開閉器 と

して構成 され、

前記接地開閉器の開閉接点が閉路する際に前記主回路部 を構成する

回路要素の 1 つである所定の抵抗器が前記 フィル タコンデ ンザの正極

と負極 との間に電気的に接続 されるように前記接地開閉器の開閉接点

に繋 ぎ込 まれていることを特徴 とする電気車駆動システム。

[ 請求項 2 ] 前記主回路部 は、前記電動機 が発電機 と して動作するときに前記架

線側 に回生で きない余剰電力を消費するブ レーキチ ヨツバ回路 を有 し

てな り、

前記所定の抵抗器 と して前記 ブ レーキチ ヨツバ回路 に具備 されるプ

レーキ抵抗 を用いることを特徴 とする請求項 1 に記載の電気車駆動シ

ステム。

[ 請求項 3 ] 前記 ブ レーキチ ヨツバ回路 は、並列に接続 される複数のプ レーキチ

ョツバ回路 を有 してな り、

前記所定の抵抗器 と して前記複数のプ レ一キチ ヨツバ回路の うちの

何れかのブ レーキチ ヨッパ回路 に具備 されるプ レーキ抵抗 を用いるこ



とを特徴 とする請求項 2 に記載の電気車駆動 シ ステ ム。

[ 請求項 4 ] 前記主回路部 は、前記 フィル タコンデ ンサの充電を制御する充電回

路 を有 してな り、

前記所定の抵抗器 と して前記充電回路 に具備 される充電抵抗 を用い

ることを特徴 とする請求項 1 に記載の電気車駆動システム。

[ 請求項 5 ] 前記電気車駆動 シ ステ ム は、交流架線か らの供給電力を変圧器 を介

して受電 して動作する駆動 シ ステ ム であ り、

前記主回路部 は、前記変圧器が降圧 した交流電圧 を直流電圧 に変換

するコンバ ー タと、前記平滑回路部の過電圧 を抑制する過電圧抑制回

路 と、 を更に有 してな り、

前記所定の抵抗器 と して前記過電圧抑制回路 に具備 される過電圧抑

制抵抗 を用いることを特徴 とする請求項 1 に記載の電気車駆動システ

厶。

[ 請求項 6 ] 前記電気車駆動 シ ステ ム は、交流架線か らの供給電力を変圧器 を介

して受電 して動作する駆動 シ ステ ム であ り、

前記主回路部 は、前記変圧器が降圧 した交流電圧 を直流電圧 に変換

するコンバータと、前記平滑回路部 を構成 し、直列接続 される一方お

よび他方のフィル タコンデ ンサ間の中点を接地する接地抵抗 と、 を更

に有 してな り、

前記所定の抵抗器 と して前記接地抵抗 を用いることを特徴 とする請

求項 1 に記載の電気車駆動 シ ステ ム。

[ 請求項 7 ] 前記電気車駆動 シ ステ ム は、交流架線か らの供給電力を変圧器 を介

して受電 して動作する駆動 シ ステ ム であ り、

前記主回路部 は、前記変圧器が降圧 した交流電圧 を直流電圧 に変換

するコンバ ー タと、前記平滑回路部の過電圧 を抑制する過電圧抑制回

路 と、前記平滑回路部 を構成 し、直列接続 される口一 サイ ドおよびハ

イザイ ドのフィル タコンデ ンサ間の中点を接地する接地抵抗 と、 を更

に有 してな り、



前記所定の抵抗器の 1 つ と して前記接地抵抗 を用いることによ り前

記 口一 サイ ドのフィル タコンデ ンサに関する放電回路 を形成 し、且つ

、前記所定の抵抗器の 1 つ と して前記過電圧抑制回路 に具備 される過

電圧抑制抵抗 を用いることによ り前記 / \ ィサイ ドのフィル タコンデ ン

ザに関する放電回路 を形成することを特徴 とする請求項 1 に記載の電

気車駆動 シ ステ ム。

[ 請求項 8 ] 前記主回路部のインバ一タは、 3 レベルインバ一タと して構成 され

前記主回路部の平滑回路部 は、直列に接続 されて直流母線間に接続

される口一 サイ ドおよびハイサイ ドのフィル タコンデ ンサを有 して構

成 されると共 に、

前記主回路部 は、前記 3 レベルインバー夕の入力側 にて前記 ローサ

ィ ドおよびハイサイ ドのフィル タコンデ ンサのそれぞれに並列に接続

されるブ レーキチ ヨッパ回路 を更に有 してな り、

前記所定の抵抗器 と して 口一 サイ ドのフィル タコンデ ンサに具備 さ

れるプ レーキ抵抗 を用いると共 に、前記 プ レ一キ抵抗 における負側直

流母線 に接続 されない側の端 と正側直流母線の一端 とを前記接地開閉

器 に繋 ぎ込む ことによ り前記 口一 サイ ドおよびハイサイ ドのフィル タ

コンデ ンサに関する放電回路 を形成することを特徴 とする請求項 1 に

記載の電気車駆動 シ ステ ム。
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